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徳島大学疾患ゲノム研究センターにおける動物実験指針
序
徳島大学および徳島大学疾患ゲノム研究センターにおいて優れた研究業績をあげていくためには研究の基盤として動物実験環境の整備提供は重要である。
一方、動物実験の実施については、動物福祉の観点も踏まえた適切な動物実験指針を明示し、その指針に従うことが求められる。
よって、徳島大学疾患ゲノム研究センターでは、科学的にも、動物福祉の観点からも、正当な評価が得られるよう、動物実験に関する指針を策定する。
第１　目的

この指針は、徳島大学疾患ゲノム研究センター動物実験室（以下「ゲノム動物実験室」という。）の円滑な利用ならびに、ゲノム動物実験室における動物実験および実験動物の飼育管理が「動物の愛護および管理に関する法律」（関連法規参照）、および「徳島大学動物実験指針」に則り、適正に行われるとともに、環境、安全、健康にも配慮して行われるよう動物施設利用者（以下「利用者」という。）の厳守すべき事項を定める。

第２　適用範囲
１．この指針は、徳島大学疾患ゲノム研究センター内において実施される全ての動物実験並びに実験動物飼育管理に適用される。
２．センター長は、動物実験並びに実験動物飼育管理が適正かつ円滑に実施されるために必要な動物実験の場及び飼育管理の整備に努め、施設・設備の管理運営上必要な動物実験施設管理者（以下「管理者」）及び実験動物飼育技術者（以下「技術者」）を拡充して組織体制の整備に努める。
第３　実験動物と動物実験
この指針でいう実験動物とは、実験のため徳島大学疾患ゲノム研究センター内に導入してから実験が終了するまでの動物を示し、動物実験とは、試験、研究、教育又は生体材料採取のため実験動物を使用することをいう。
第４　動物実験委員会
徳島大学疾患ゲノム研究センターにおける動物実験指針を適正に運用し、実施される動物実験が科学的かつ論理的に実施されるよう指導、助言する機関として、徳島大学動物実験委員会（以下「動物実験委員会」）が設置されている。
第５　管理・運営

管理運営は徳島大学動物実験委員会の取り決めに従うものとする。これ以外の件は疾患ゲノム研究センターに、動物実験室の適正な管理運営を図るため、動物実験室管理運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。

１．委員会は、次の次号に掲げる事項を審議する。

　（1）　マウスの購入に関すること

　（2）　マウスの飼育・実験・屠殺に関すること

　（3）　動物実験室の入室条件に関すること

　（4）　感染防御に関すること

　（5）　経費の利用者負担に関すること

　（6）　他施設からのマウスの搬入および他施設へのマウスの搬出に関すること

　（7）　その他管理運営に関する必要な事項

２．委員会は次の各号に掲げる委員をもって組織する。

　（1）センターの専任教授

　（2）ゲノム動物実験室動物実験管理者

３．前項第２号の委員は、業務委託契約先の飼育管理会社職員から選出する。

４．委員会に委員長を置き、その選出は委員の互選とする。

５．委員長は委員会を招集し、その議長となる。

６．利用者負担額の計算

疾患ゲノム研究センター実験施設で動物実験を行う研究室は、飼育管理に必要な経費の一部、当面は50%を目処に利用者負担とする。

利用者負担額の計算は、原則として以下の方法を用いる。飼育管理者は毎日ケージ数をカウントし、毎月1日～末日までの1日あたりの平均ケージ数を集計する。

小ケージ課金額×平均ケージ数/日×日数

大ケージ課金額(=小ケージ課金額×1.25)/日×平均ケージ数/日×日数

の合計とする。なお、ケージ課金額(円/ケージ/日)は、前年度の平均使用ケージ数を元に必要とされる利用者負担額をカバーできる額に基づいて算定する。

動物実験管理者が毎月初旬に研究係長および各教授宛に集計した負担額の請求を行い、参考として各実験者の飼育している動物数を併せて報告する。

第６　実験計画の立案
1. 実験計画の立案にあたり、まず動物供試を前提とせずに、動物を用いない方法を、参考文献等を用いて十分に検討する。動物供試にあたっては、研究目的・意義が明確であり、実験手技・操作が科学的で、得られた結果に再現性があり、かつ信頼性ある実験を行うことを要求する。
２．実験動物を用いた研究、実験、生体試料の採取等を行う場合は、動物実験の範囲を研究目的の必要最小限度にとどめるため、適正な供試動物の選択、実験方法を検討し、必要に応じて、管理者や委員会の助言などを求め、有効、適切な実験が行えるようにする必要がある。
３．立案された動物実験計画書は、徳島大学動物実験委員会にて徳島大学の指針に沿った適正な動物実験か審査され、必要に応じて指導や助言の措置が取られる。
４．実験計画書の書式は添付の動物実験計画書とする。

第７　利用の原則　

疾患ゲノム研究センター内において実験動物の飼育および動物実験を実施する場合は、センター内の動物実験施設及び各研究室を使用するものとする。
１．実験動物（原則としてマウス)の飼育は、ゲノム動物実験室内で行う。

２．ゲノム動物実験室を利用する者は、利用者として登録承認された者に限る。

３．利用者はゲノム動物実験室が共通施設であることを認識し、諸規定を守り、その管理運営に

協力する。

４．ゲノム動物実験室の諸規定に違反し、他へ迷惑をかけた場合、その利用者の承認登録を取り

消すことがある。

第８　利用申請

１．ゲノム動物実験室の利用を希望する場合は、「動物実験申請書」に所定事項を記載の上、　研

究代表者の承認を受け、徳島大学動物実験委員会（以下「動物実験委員会」という。）に提出する。動物実験委員会は、指針に対する適合性とゲノム動物実験室における実験動物の飼育の状況を考慮し、使用を許可する。ゲノム動物実験室の利用に際して許可され承認番号を与えられた実験計画書の写しと「疾患ゲノム研究センター動物実験室利用者承認申請書」を動物実験管理者に提出しなければならない。

２．「動物実験計画書」は期間を越えて延長する場合は再提出する。

３．前項の「動物実験申請書」に記載した事項に変更が生じたときは、すみやかに動物実験管理

者に届けなければならない。

第９　ゲノム動物実験室ヘの出入リ

ゲノム動物実験室への出入りは利用申請後許可された者に限る。利用者はゲノム動物実験室ヘの出入りについて、次の各号を厳守しなければならない。

１．利用者説明会を必ず受講すること。

２．ゲノム動物実験室への出入りはゲノム動物実験指針に従う

３．ゲノム動物実験室への出入りは利用者説明会とは別に動物施設において、飼育管理担当者より説明を受けなければならない。

４．施設利用者は、大学・他研究機関の実験動物施設を同日に利用することはできない。止むを得ない場合は、ゲノム動物実験室の利用を優先する。

５．ゲノム動物実験室は、年間を通じ利用可能であるが、飼育室の照明時間は８：００～２０：００に設定されている。

６．ゲノム動物実験室への出入りを行う者は、マウスに対する感染防止の立場から、げっ歯類（マウス、ラット、モルモット、チャイニーズハムスター等）をペット等として飼育する場合、これを許可しない。一時的にげっ歯類と接触した場合には、接触後、入浴、洗髪、着衣の交換を行い、接触から2週間以上経過した場合、動物実験室への出入りを許可する。

７．施設および備品の維持・管理等の目的で一時的にゲノム動物実験室への出入りを行う者は、動物実験室内の動物飼育室以外の領域のみに立ち入りを制限する。動物飼育室内に入室する必要がある場合には、上記(6)の項目を適用する。

第１０　機械・器具の取扱いおよび実験実施の概要

１．ゲノム動物実験室内で使用する機械・器具類の搬入ならびに取扱いについては、次の各号に定めるところによる。

２．大型の機械・器具を搬入する場合は、少なくとも１週間前に施設管理責任者の許可を得た上で搬入する。ただし、簡単な解剖器具・注射器具等の実験器具類はこの限りではない。

３．ゲノム動物実験室に常備されている飼育機械・器具の取扱いについては、ゲノム動物実験室動物実験管理者の許可なくして移動させてはならない。

４．ゲノム動物実験室の備品に故障または破損等が生じたときは直ちに、動物実験管理者に届ける。
５．飼育できる動物と実験の実施までの概要

徳島大学ではSPFマウスを用いる研究を行うことができる（微生物検査項目：参照）。

(1)
「動物実験計画書」を記入し、大学院ヘルスバイオサイエンス研究部附属動物実験施設に設けられた徳島大学動物実験委員会に提出し、許可を得る。

(2)
「動物搬入申込書」を記入する。この際、日本クレア、日本エルエスシー、チャールス・リバー社からSPFマウスを購入する場合にはSPFマウスであることが保証されているので微生物検査を行う必要はない。これ以外の場所からSPFマウスを動物実験室に搬入する場合には、「動物搬入申込書」に実験動物中央研究所・ICLASモニタリングセンターまたは同等レベルで行われている「マウス感染症検査成績表」を添付し、徳島大学動物実験委員会で規定しているSPFマウスの条件をクリアしている必要がある。

(3)
以上の徳島大学動物実験委員会による許可を得たSPFマウスを用いて、疾患ゲノム研究センター動物実験室で実験を行う場合、

「動物実験計画書」のコピー

「動物搬入申込書」のコピー

「微生物検査に基づくSPFマウスの証明」のコピー

に加えて、入舎伝票を動物搬入予定日の1週間前まで、緊急の場合は2日前までに飼育管理者に提出する。

(4) 組換え動物の搬入・搬出を行う場合は、相手先施設と徳島大学遺伝子組換え実験安全管理委員会の許可を得て、搬入・搬出を行う。

６．微生物検査項目

	血清反応　
	カテゴリー
	マウス

	Clostridium piliforme (Tyzzer’s disease)
	C
	○

	Ectromelia virus
	B
	○

	LCM virus
	A
	○

	Mouse hepatitis virus
	B
	○

	Mycoplasma pulmonis
	B
	○

	Sendai virus
	B
	○

	培養
	
	

	Citrobacter rodentium
	B
	○

	Corynebacterium kutscheri
	C
	○

	Mycoplasma pulmonis
	B
	○

	Pasteurella pneumotropica
	C
	○

	Salmonella spp.
	A
	○

	検鏡
	
	

	Ectoparasite
	E
	○

	Intestinal protozoa
	C/E
	○

	Pinworm
	C/E
	○

	PCR
	
	

	Helicobacter hepaticus
	C
	○

	Helicobacter bilis
	C
	○


７．飼育中のマウスの微生物検査項目に陽性が発見された場合の処置の基準
微生物検査項目の危険度はカテゴリー別に分けてあるため、各危険度に従い動物の処置を行う。

陽性時の処置

カテゴリーＡ：人獣共通感染症のため、疾患ゲノム研究センター内で飼育中の動物を全て処分し、飼育区域内を専門業者にクリーンアップを依頼する。疾患ゲノム研究センター内に入館している業者も含め、健康状態等を注意する。

カテゴリーＢ：動物種間での感染力、伝染性が強い硬度病原微生物のため同じ飼育室内の動物を処分し、飼育室を専門業者等にクリーンアップを依頼する。

カテゴリーＣ：動物を致死させる事は無いが、生理機能を変化させる事、発病の可能性を持つ。発病時の症状および動物種の特性により、同じケージ内または個体の処分をする。

カテゴリーＤ：日和見感染病原体と呼ばれ、健康な動物にもしばしば存在する。実験処置によっては病気を誘発する恐れがある。

カテゴリーＥ：通常では病原性は示さない。飼育環境の良否を判断する指標として有用であり、感染が陽性でも薬剤等でも対処できる。

第１１　実験動物の飼育管理
１．実験動物の飼育管理は、関連法規である［動物の愛護及び管理に関する法律］・［実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準］を遵守し、疾患ゲノム研究センターから業務委託された者が実施する。
２．実験者・管理者及び技術者は、協力して適切な施設、設備の維持管理を行い、実験動物の生理、生態、習性を考慮した適切な飼育管理を行う。

３．実験者、管理者及び技術者は、協力して実験中の実験動物は勿論のこと、購入時から実験終了時に至るまでの全期間中、その状態を詳細に観察し、必要に応じて微生物学的に及び遺伝学的品質の保持に努める。

第１２　実験操作
１．実験者は、適切な麻酔等の手段により、動物に無用な苦痛を与えないように、十分な配慮をする。また必要な場合には、管理者、委員会及び実験動物の専門家に指示や判断等を求めることができる。
２．苦痛の排除のための麻酔や適切な保定などの措置は、管理者または技術者に依頼することができる。

３．麻酔薬による外科的処置については軽度のものを含めて、管理者、委員会及び実験動物の専門家の指示、判断を求める。

第１３　実験終了後の処置
１．実験者は、実験の終了した実験動物の処置については［動物の愛護及び管理に関する法律］・［実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準］及び［動物の処分方法に関する指針］に定められているところにより、出来るだけ動物に苦痛を与えない方法により処分しなければならない。そのため致死量の２倍以上の麻酔薬投与または炭酸ガス、頚椎脱臼等、当該動物種にあった安楽死方法を用いて、速やかに死に至らしめる。また、この処置を管理者または技術者に委託することができる。
２．実験動物の屍体等による周囲の環境汚染を防止し、公衆衛生上の配慮に努める。これらの処置は実験者の責任において行うが、管理者または技術者に委託することができる。

第１４　安全管理等に特に注意を払う必要のある実験
１．物理的、科学的に危険な物質（発癌物質、変異原性物質等）または病原体を扱う動物実験を行う場合にはケージ交換等の動物に触れる飼育管理は研究者が行う。洗浄作業については使用器材、汚物の取り扱いを研究者が指示し、専任の作業者が行う。

２．遺伝子組替えに関わる実験については関連法規を遵守して行う。
第１５　附則
１．感染予防について
実験動物を取り扱う者は、人獣共通伝染病の感染に注意し、その予備知識を十分習得する。実際の取扱いの際には、手指の消毒、手袋の着用、無塵衣、帽子、履物の着用を実施し、感染症等による実験結果の修飾及び動物とヒトとの相互感染に防止に努め、人の安全を確保することはもとより、飼育環境の汚染により実験データの信頼性が損なわれたりすることのないよう十分配慮する。実験施設等周囲の汚染防止については、施設、設備の状況をふまえつつ、特別に注意を払う。
２. 動物アレルギーの予防
実験動物を取り扱う者は、実験動物に起因するアレルギーを予防するため、動物の取扱い時にはゴム等の手袋、無塵衣、帽子を着用し抗原との接触を出来るだけ避けるように努める。
３．咬傷事故の報告
実験動物を取り扱う者が、誤って実験動物による咬傷事故を起こした場合は、必ず専門医の診断及び治療を受け、当事者は、委員会に書面又は、口頭で報告する。
４．遺伝子組換えマウスの取り扱いについて

該当する学外および学内法規に準じて行うものとする。

５．本指針の改変等については、委員会の議を経て運営委員会の承認を得るものとする。
本指針は平成18年9月28日より施行する。
[image: image7..pict]疾患ゲノム研究センター動物実験室利用者承認申請書

	部門長

	


申請日：　　　　年　　　月　　　日

	氏名：
	所属：

	既往症
　　慢性感染症
　　アレルギー疾患
	

	
	

	
	

	健康診断
	　　未　／　済み（　　　　年　　　月　　　日受診）

	過去における実験動物学に関する講議／実習等の受講の内容



	期　間
	　　　　　　　　　　　　から

	場　所
	　　　　　　　　　　　　　　（指導者：　　　　　）


	今までに取り扱った

実験動物

ペット飼育の有無
	マウス／ラット／ハムスター／ウサギ／モルモット

イヌ／ネコ（その他　　　　　　　　　　　　　）

ペット飼育（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	場　所
	

	実験動物の飼育環境
	バリア　／コンベンショナル　／その他（　　　　　）

	動物実験歴と内容



	期　間：
	　　　から


実験動物施設記入欄

	利用者説明会出席日
	　　　　　年　　　　月　　　　日

	資格承認
	　　可　／　　不可（理由：　

	カード登録
	登録カード番号：
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入　　舎　　伝　　票

所属：遺伝子実験施設 　□　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　　　

病態ゲノム分野　 □　　　　　　　　　　　（フルネームでお願いします）

蛋白質発現分野   □

生体機能分野　　 □

ゲノム制御分野　 □
ゲノム機能分野　 □
その他（具体的に　　　　　　）　□
連絡先：内線

緊急の際の連絡先 

e - mail :

＊（動物搬入予定日の 1 週間前・緊急の場合は 2 日前までに提出してください）

受入日：20　　 年　　　月　　　　日

動物種：マウス

系統名： MCH/ ICR □ , ICR □ C3H / HeJ □， BDF1 □ ， C57BL /6 □ 

MSM □ , JF1 □ ， NOD □ , SJL □ , BALB / c □ 

その他 □ （ 　　　　　　　) 

週齢・性別： 　　w ・ ♀ □ ，♂ □

  匹数：　　　　　　匹

業者名：日本クレア □ 日本エスエルシー □ チャールス・リバー □ 

1 ケージ当たりの匹数

微生物統御：　 SPF 　　（その他）

実験目的：

安楽死法：麻酔による過剰投与 □ ，炭酸ガス □ ，頚椎脱臼 □ ，その他 □ 

実験区分： 1 ．新規 □ 2 ．継続 □ 

	承認番号


Ⅱ　施設利用法

Ⅱ-１．入退室手順

　　　ゲノム動物実験室ヘの入退室は、動物飼育施設入口に設置されている出入り管理装置（カードリーダー）により規制される。

ゲノム動物実験室への入退室には、疾患ゲノム研究センター５Fへの階段またはエレベーターを使用する。

　　１）飼育施設への入室

①　施設入口でセキュリティーカードを使用し、実験動物飼育施設更衣室へ入室する。

②　更衣室に設置してある下駄箱に一般エリアの靴を脱いで入れる。
3 実験動物研究施設入退室記録用紙（様式１）に所属・氏名、時刻などを記入する。

4 滅菌済み無塵衣、靴下、帽子、マスク、ゴム手袋を着用する。

5 アルコールを用いてゴム手袋の上から手指の消毒をする。

6 動物施設作業廊下へ入り、施設内用サンダルを履く。

7 粘着マットを踏み込んで施設内に入室する。

　　２）飼育施設からの退室

1 作業廊下を経由して更衣室に向かう。

2 更衣室手前で施設内用サンダルを脱いで所定の棚に戻す。

3 更衣室へもどる。

4 帽子、マスク、ゴム手袋は専用ゴミ箱へ捨てる。

5 無塵衣を脱いで着用済み無塵衣用カートに入れる。

6 飼育器材及び動物を搬出する場合は、動物搬出及び飼育器材の持ち出し・返却記録（様式２）に必要事項を記入する。

7 実験動物研究施設入退記録用紙に退室時刻を記入し退室する。
　　３）飼育施設内での移動

①　作業廊下を経由して実験室又は準備室及び飼育室に入室する。

４）施設への物品の搬入出法

①　実験に使用する器具は、更衣室でアルコール消毒を施して飼育区域内に持ち込む。

②　使用済み実験器具などは更衣室側より持ち出す。

③　実験動物研究施設外の実験室へ持ち出したケージ類は、洗浄室に返却する。

５）施設内への動物の搬入出

1 動物は、作業廊下入口で輸送箱外側を消毒して搬入する。

2 動物を施設外へ持ち出す場合は、作業廊下を経由して更衣室より搬出する。一度搬出した動物の再搬入はしない。
（様式１）

実験動物施設入退記録シート

	年　月　日
	所属／氏名
	入室時刻
	退室時刻
	備　考

	
	
	：
	：
	

	
	
	：
	：
	

	
	
	：
	：
	

	
	
	：
	：
	

	
	
	：
	：
	

	
	
	：
	：
	

	
	
	：
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	：
	：
	

	
	
	：
	：
	


（様式２）

動物搬出及び飼育器材の持ち出し・返却記録
	搬出日
	搬出者

所属・氏名
	実験

責任者
	マウス試験系

系統　性・匹数
	搬出目的
	搬出

器材数
	器材

返却日
	備　考

	/
	
	
	
	
	
	/
	

	/
	
	
	
	
	
	/
	

	/
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Ⅱ-２　実験動物の飼育管理

（１）実験動物の飼育管理と環境条件

疾患ゲノム研究センターにおける実験動物の飼育管理は、外部の飼育管理受託会社により行われ、微生物学的モニタリングなどの評価も定期的に実施されている。

飼育管理の手順は、あらかじめ作成された飼育管理標準操作手順書に従って行われている。実験上、通常と異なる飼育管理方法が必要な場合は、動物実験管理者に相談して変更をすることができる。

（２）飼育管理条件は下記の通りである。

１）ケージ交換は原則として、週１回行う。（ただし、年末・年始の間はこの限りではない。

そのため年末には不要動物の整理を行う）

　　　２）動物福祉および感染症防御の観点から、1ケージあたりの飼育匹数は以下の通りとし、それを超えるような過密飼育は避ける。

1 マウスは小ケージで最大３匹。（短期間の場合は１０匹）

2 マウスは中ケージで最大５匹。（短期間の場合は１５匹）

　　　３）飼育指示表示標識は下記の如く表示される。

①　黄標識・・・飼育上注意を要する（例：妊娠中、術後等）

②　黄標識に赤斜線・・注意を要する（特別な給餌、給水など）

③　青標識・・・持ち出し予定動物

④　標識なし　・・・通常飼育管理を行う

　　　４）飼料：ＭＦ（オリエンタル酵母工業）、自由摂取

　　　５）給水：給水ビンにより与える　　

（３）環境条件設定値：

	温　度
	２２±１℃

	湿　度
	５０～６０％

	換　気

	陰圧一方向式気流
供給空気はオールフレッシュ（全熱交換機使用）

	運転時間
	24時間連続

	空気濾過
	空調用高性能フィルター（ＨＥＰＡ）で濾過　（規格：0.3 µ／99.9％）

	差　　圧
	飼育室ラック後室－３、飼育ラック－２、飼育室・前室・準備室－１作業廊下±０

	照　　明
	8：00点灯，20：00消灯（明12時間，暗12時間）

タイマーによるコントロール各室個別コントロール可能


Ⅱ-３　動物実験終了後の処置（安楽致死法含む）

（１）
実験が終了したら、動物を安楽死処分する。その際にはできるだけ外科手術に対応する全身麻酔下で実施する（小動物における頚椎脱臼及び、断頭、頭蓋骨打撲等を含む）。動脈血管切断またはカニュレーションによる止血処置（放血処置）をする場合は、必ず薬剤による完全麻酔を行う。

（２）実験終了以外の場合以下のような場合には実験動物の安楽死を行う。

1）実験目的で検査のために処分する必要がある場合。

2）なんらかの理由で実験を中止し動物を処分する必要が生じた場合。

3）感染動物の存在が確認され、当該動物飼育室を消毒するため、動物を処分する必要が生じた場合。

4）過剰に繁殖した動物を淘汰する必要が生じた場合。

（３）安楽死処置を施す際の配慮

1）実験動物に不安感を与えないよう丁重に取り扱う様心がける。

2）安楽死処置は速やかに行う事。従って、外見上残酷に見える方法であっても動物にとって苦痛が瞬間的なもので有れば実施される場合もあり得る。

3）安楽死は不快感を与えかねないので、動物実験関係者以外の人の目に触れない場所で行う様心がける。（施設外では行わない）

4）見た目に呼吸が停止した様に見えても息を吹き返すことが有るので、反射の消失、筋の緊張消失、心臓の拍動停止を確認し確実なる死亡を確認する事。

5）手技が未熟であると動物が処置中に暴れたりもがいたりするので、あらかじめ屍体で十分なる練習をしておく様にする。

推奨される主要な実験動物に対する安楽死の方法

	動物種
	バルビツレート注射
	炭酸ガス吸入
	頸椎脱臼

	マウス
	○腹腔内注射
	○
	○


①　バルビツレート注射法

静脈麻酔薬のバルビツール酸誘導体の中でも、ペントバルビタールナトリウム(商品名:ネンブタール、ソムノペンチルなど)が一般的に使用されている。それぞれの実験動物で汎用されている麻酔量の2〜4倍量(60〜120mg/kg)を静脈内に急速に注入することで速やかな安楽死処置が可能である。ラット、マウスでは腹腔内注射が用いられるが、多少効果発現に時間がかかる。

②　炭酸ガス吸入法

エーテルは引火性が強く、クロロホルムは人体への毒性が強いので、炭酸ガス吸入法が最近では最も一般的な方法として多用される傾向にある。炭酸ガスは空気の重さの1.5倍、不燃性で無色無臭、人に対する安全性が高く、しかも実験動物に対する安楽死効果は確実で有り、吸入した動物は興奮することなくすみやかに死亡する。いずれの動物種にも使用可能なもっとも推奨される安楽死法である。

液体炭酸ガス入りボンベ(ラット、マウスなどの小動物ではドライアイスの小片を容器の中に入れてもよい)のホースからガスをケージを被った透明ビニール、あるいは動物を入れた専用の密閉容器にゆっくりと注入する。ガスが充満したら吸入を停止し、密閉し動物の呼吸停止までを確実に見届ける。

③　頸椎脱臼法

頚椎を脱臼することによって脊髄が切断され即死させる方法である。マウスや幼弱ラットで好んで用いられている。頭部と尾をしっかりとつかみ、頚部と頭部を一気に引き伸ばすことで速やかに安楽死できる。一見残酷感を与えるが、きわめて急速に動物の意識が失われるのですぐれた安楽死法の一つである。

（４）動物屍体の処理

　　　安楽死させた動物は、作業廊下にあるフリーザーに屍体を保存し、保存した日付、所属、氏名、系統、実験名、匹数を記入する（様式３）。

　　　飼育技術者がケージ内で死亡マウスを発見した場合には死亡マウス発見者氏名を記入する（様式３）。飼育技術者は「保存記録簿とフリーザー内の屍体を最低１ヶ月に１度照らし合わせる処理」を行う。屍体を疾患ゲノム研究センターより搬出する場合にも「同様の処理」を行う。屍体は、大学院ヘルスバイオサイエンス研究部付属動物実験施設裏のフリーザー倉庫に運び、所定のノートに、日付、依頼者名、疾患ゲノム研究センター動物室由来、動物種（マウス）、匹数、重量、処理費用負担経費（校費）を記入し、処理業者に依託する。

（様式３）

動物屍体保存記録
	日付
	所属・氏名
	系統・実験名
	匹数
	死亡マウス発見者氏名
	搬出確認
	備考

	/
	
	
	
	
	
	

	/
	
	
	
	
	
	

	/
	
	
	
	
	
	

	/
	
	
	
	
	
	

	/
	
	
	
	
	
	

	/
	
	
	
	
	
	

	/
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	/
	
	
	
	
	
	

	/
	
	
	
	
	
	

	/
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Ⅱ-４．　動物および施設異常時の処置

（１）動物の異常　

動物に異常があったら動物実験管理者に連絡する。

飼育技術者と実験者間では以下のように処置する。
異常動物の発見報告・再観察依頼（施設利用者／飼育管理者）：口頭連絡


再観察（飼育管理者）



伝染性感染症の疑い
　　 腫瘍・奇形など

　　　　その他の疾病


実験者へ連絡

　　実験者へ連絡

　　　症状推移観察

E-mail


　　E-mail
　　　　または剖検
センター長へ連絡

剖検または
　　　　（環境が原因と考えられる場合は

症状推移観察

環境回復を図る）

各種検査と対策

（２）施設／機器の異常

飼育関連の施設／機器に異常または故障が認められた場合、機器の使用を停止し飼育管理者に連絡する。

（３）　火災、地震時
１）　小規模火災が発生した場合には、最寄りの消火器で初期消火を行う。

２）　一階受付に連絡する。

３）　初期消火に失敗し自らにも危険が及ぶと判断された場合、および地震の際は、できる限り各動物飼育室の扉を確実に閉めるなど、動物が逃亡しないよう処置した後、速やかに安全な場所に避難する

（４）その他の緊急事態発生時
直ちに一階受け付けに連絡しその指示に従う。
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Ⅲ-１


動物の愛護及び管理に関する法律

昭和48年10月1日　法律第105号

一部改正
昭和58年12月2日

平成11年7月16日

平成11年12月22日

平成18年6月22日（未施行）

第一章　総則 

（目的） 

第一条 　この法律は、動物の虐待の防止、動物の適正な取扱いその他動物の愛護に関する事項を定めて国民の間に動物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び平和の情操の涵養に資するとともに、動物の管理に関する事項を定めて動物による人の生命、身体及び財産に対する侵害を防止することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 　動物が命あるものであることにかんがみ、何人も、動物をみだりに殺し、傷つけ、又は苦しめることのないようにするのみでなく、人と動物の共生に配慮しつつ、その習性を考慮して適正に取り扱うようにしなければならない。 

（普及啓発） 

第三条 　国及び地方公共団体は、動物の愛護と適正な飼養に関し、前条の趣旨にのっとり、相互に連携を図りつつ、教育活動、広報活動等を通じて普及啓発を図るように努めなければならない。 

（動物愛護週間） 

第四条 　ひろく国民の間に命あるものである動物の愛護と適正な飼養についての関心と理解を深めるようにするため、動物愛護週間を設ける。 

２ 　動物愛護週間は、九月二十日から同月二十六日までとする。 

３ 　国及び地方公共団体は、動物愛護週間には、その趣旨にふさわしい行事が実施されるように努めなければならない。 
第二章　動物の適正な飼養及び保管 

第一節　総則 

（動物の所有者又は占有者の責務等） 

第五条 　動物の所有者又は占有者は、命あるものである動物の所有者又は占有者としての責任を十分に自覚して、その動物を適正に飼養し、又は保管することにより、動物の健康及び安全を保持するように努めるとともに、動物が人の生命、身体若しくは財産に害を加え、又は人に迷惑を及ぼすことのないように努めなければならない。 

２ 　動物の所有者又は占有者は、その所有し、又は占有する動物に起因する感染性の疾病について正しい知識を持つように努めなければならない。 

３ 　動物の所有者は、その所有する動物が自己の所有に係るものであることを明らかにするための措置を講ずるように努めなければならない。 

４ 　環境大臣は、関係行政機関の長と協議して、動物の飼養及び保管に関しよるべき基準を定めることができる。 

（動物販売業者の責務） 

第六条 　動物の販売を業として行う者は、当該販売に係る動物の購入者に対し、当該動物の適正な飼養又は保管の方法について、必要な説明を行い、理解させるように努めなければならない。 

（地方公共団体の措置） 

第七条 　地方公共団体は、動物の健康及び安全を保持するとともに、動物が人に迷惑を及ぼすことのないようにするため、条例で定めるところにより、動物の飼養及び保管について、動物の所有者又は占有者に対する指導その他の必要な措置を講ずることができる。 

第二節　動物取扱業の規制 

（動物取扱業の届出） 

第八条 　動物（哺乳類、鳥類又は爬虫類に属するものに限り、畜産農業に係るもの及び試験研究用又は生物学的製剤の製造の用その他政令で定める用途に供するために飼養し、又は保管しているものを除く。以下この節及び次節において同じ。）の飼養又は保管のための施設（以下「飼養施設」という。）を設置して動物取扱業（動物の販売、保管、貸出し、訓練、展示その他政令で定める取扱いを業として行うことをいう。以下同じ。）を営もうとする者は、飼養施設を設置する事業所ごとに、環境省令で定めるところにより、次の事項を都道府県知事（地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項 の指定都市（以下「指定都市」という。）にあっては、その長とする。以下この節並びに第十五条第一項及び第二項において同じ。）に届け出なければならない。 

一 　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

二 　飼養施設を設置する事業所の名称及び所在地 

三 　主として取り扱う動物の種類及び数 

四 　飼養施設の構造及び規模 

五 　飼養施設の管理の方法 

六 　その他環境省令で定める事項 

２ 　前項の規定による届出には、飼養施設の配置図及び付近の見取図その他の環境省令で定める書類を添付しなければならない。 

（変更の届出） 

第九条 　前条第一項の規定による届出をした者（以下「動物取扱業者」という。）は、同項第三号から第六号までに掲げる事項の変更をしようとするときは、環境省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、その変更が環境省令で定める軽微なものであるときは、この限りでない。 

２ 　動物取扱業者は、前条第一項第一号若しくは第二号に掲げる事項に変更があつたとき、又は届出に係る飼養施設の使用を廃止したときは、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 　前条第二項の規定は、第一項の規定による届出について準用する。 

（承継） 

第十条 　動物取扱業者について相続又は合併があつたときは、相続人又は合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人は、当該動物取扱業者の地位を承継する。 

２ 　前項の規定により動物取扱業者の地位を承継した者は、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（基準遵守義務） 

第十一条 　動物取扱業者は、動物の健康及び安全を保持するために飼養施設の構造、その取り扱う動物の管理の方法等に関し環境省令で定める基準を遵守しなければならない。 

２ 　都道府県又は指定都市は、動物の健康及び安全を保持するため、その自然的、社会的条件から判断して必要があると認めるときは、条例で、前項の基準に代えて動物取扱業者が遵守すべき基準を定めることができる。 

（勧告及び命令） 

第十二条 　都道府県知事は、動物取扱業者が前条第一項又は第二項の基準を遵守していないと認めるときは、その者に対し、期限を定めて、飼養施設の構造、その取り扱う動物の管理の方法等を改善すべきことを勧告することができる。 

２ 　都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、その者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

（報告及び検査） 

第十三条 　都道府県知事は、第八条から前条までの規定の施行に必要な限度において、動物取扱業者に対し、飼養施設の状況、その取り扱う動物の管理の方法その他必要な事項に関し報告を求め、又はその職員に、当該動物取扱業者の飼養施設を設置する事業所その他関係のある場所に立ち入り、飼養施設その他の物件を検査させることができる。 

２ 　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

３ 　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（条例による措置） 

第十四条 　都道府県又は指定都市は、動物の健康及び安全を保持するため、必要があると認めるときは、飼養施設を設置して動物取扱業を営む者（動物取扱業を営もうとする者を含む。）に対して、この節に規定する措置に代えて、動物の飼養及び保管に関し、条例で、特別の規制措置を定めることができる。 

第三節　周辺の生活環境の保全に係る措置 

第十五条 　都道府県知事は、多数の動物の飼養又は保管に起因して周辺の生活環境が損なわれている事態として環境省令で定める事態が生じていると認めるときは、当該事態を生じさせている者に対し、期限を定めて、その事態を除去するために必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

２ 　都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に係る措置をとらなかつた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

３ 　都道府県知事は、市町村（特別区を含む。）の長（指定都市の長を除く。）に対し、前二項の規定による勧告又は命令に関し、必要な協力を求めることができる。 

第四節　動物による人の生命等に対する侵害を防止するための措置 

第十六条 　地方公共団体は、動物による人の生命、身体又は財産に対する侵害を防止するため、条例で定めるところにより、動物の所有者又は占有者が動物の飼養又は保管に関し遵守すべき事項を定め、人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれがある動物として政令で定める動物の飼養について許可を必要とする等により制限し、当該動物の所有者又は占有者その他関係者に対し、当該動物による人の生命、身体又は財産に対する侵害を防止するために必要な措置をとるべきことを命じ、必要があると認めるときは、その職員に、当該動物の所有者又は占有者の飼養施設を設置する場所その他関係のある場所に立ち入り、当該動物の飼養状況を調査させる等動物の飼養及び保管に関し必要な措置を講ずることができる。 

第五節　動物愛護担当職員 

第十七条 　地方公共団体は、条例で定めるところにより、第十三条第一項の規定による立入検査又は前条の規定に基づく条例の規定による立入調査その他の動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるため、動物愛護管理員等の職名を有する職員（次項において「動物愛護担当職員」という。）を置くことができる。 

２ 　動物愛護担当職員は、当該地方公共団体の職員であって獣医師等動物の適正な飼養及び保管に関し専門的な知識を有するものをもつて充てる。 
第三章　都道府県等の措置等 

（犬及びねこの引取り） 

第十八条 　都道府県等（都道府県及び指定都市、地方自治法第二百五十二条の二十二第一項 の中核市（以下「中核市」という。）その他政令で定める市（特別区を含む。以下同じ。）をいう。以下同じ。）は、犬又はねこの引取りをその所有者から求められたときは、これを引き取らなければならない。この場合において、都道府県知事等（都道府県等の長をいう。以下同じ。）は、その犬又はねこを引き取るべき場所を指定することができる。 

２ 　前項の規定は、都道府県等が所有者の判明しない犬又はねこの引取りをその拾得者その他の者から求められた場合に準用する。 

３ 　都道府県知事は、市町村（特別区を含む。）の長（指定都市、中核市及び第一項の政令で定める市の長を除く。）に対し、第一項（前項において準用する場合を含む。第五項及び第六項において同じ。）の規定による犬又はねこの引取りに関し、必要な協力を求めることができる。 

４ 　都道府県知事等は、動物の愛護を目的とする公益法人その他の者に犬及びねこの引取りを委託することができる。 

５ 　環境大臣は、関係行政機関の長と協議して、第一項の規定により引取りを求められた場合の措置に関し必要な事項を定めることができる。 

６ 　国は、都道府県等に対し、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、第一項の引取りに関し、費用の一部を補助することができる。 

（負傷動物等の発見者の通報措置） 

第十九条 　道路、公園、広場その他の公共の場所において、疾病にかかり、若しくは負傷した犬、ねこ等の動物又は犬、ねこ等の動物の死体を発見した者は、すみやかに、その所有者が判明しているときは所有者に、その所有者が判明しないときは都道府県知事等に通報するように努めなければならない。 

２ 　都道府県等は、前項の規定による通報があつたときは、その動物又はその動物の死体を収容しなければならない。 

３ 　前条第五項の規定は、前項の規定により動物を収容する場合に準用する。 

（犬及びねこの繁殖制限） 

第二十条 　犬又はねこの所有者は、これらの動物がみだりに繁殖してこれに適正な飼養を受ける機会を与えることが困難となるようなおそれがあると認める場合には、その繁殖を防止するため、生殖を不能にする手術その他の措置をするように努めなければならない。 

２ 　都道府県等は、第十八条第一項の規定による犬又はねこの引取り等に際して、前項に規定する措置が適切になされるよう、必要な指導及び助言を行うように努めなければならない。 

（動物愛護推進員） 

第二十一条 　都道府県知事等は、地域における犬、ねこ等の動物の愛護の推進に熱意と識見を有する者のうちから、動物愛護推進員を委嘱することができる。 

２ 　動物愛護推進員は、次に掲げる活動を行う。 

一 　犬、ねこ等の動物の愛護と適正な飼養の重要性について住民の理解を深めること。 

二 　住民に対し、その求めに応じて、犬、ねこ等の動物がみだりに繁殖することを防止するための生殖を不能にする手術その他の措置に関する必要な助言をすること。 

三 　犬、ねこ等の動物の所有者等に対し、その求めに応じて、これらの動物に適正な飼養を受ける機会を与えるために譲渡のあっせんその他の必要な支援をすること。 

四 　犬、ねこ等の動物の愛護と適正な飼養の推進のために国又は都道府県等が行う施策に必要な協力をすること。 

（協議会） 

第二十二条 　都道府県等、動物の愛護を目的とする公益法人、獣医師の団体その他の動物の愛護と適正な飼養について普及啓発を行っている団体等は、当該都道府県等における動物愛護推進員の委嘱の推進、動物愛護推進員の活動に対する支援等に関し必要な協議を行うための協議会を組織することができる。 
第四章　雑則 

（動物を殺す場合の方法） 

第二十三条 　動物を殺さなければならない場合には、できる限りその動物に苦痛を与えない方法によってしなければならない。 

２ 　環境大臣は、関係行政機関の長と協議して、前項の方法に関し必要な事項を定めることができる。 

（動物を科学上の利用に供する場合の方法及び事後措置） 

第二十四条 　動物を教育、試験研究又は生物学的製剤の製造の用その他の科学上の利用に供する場合には、その利用に必要な限度において、できる限りその動物に苦痛を与えない方法によつてしなければならない。 

２ 　動物が科学上の利用に供された後において回復の見込みのない状態に陥っている場合には、その科学上の利用に供した者は、直ちに、できる限り苦痛を与えない方法によってその動物を処分しなければならない。 

３ 　環境大臣は、関係行政機関の長と協議して、第一項の方法及び前項の措置に関しよるべき基準を定めることができる。 

（経過措置） 

第二十五条 　この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。 

（審議会の意見の聴取） 

第二十六条 　環境大臣は、第五条第四項、第十一条第一項若しくは第二十四条第三項の基準の設定、第十五条第一項の事態の設定又は第十八条第五項(第十九条第三項において準用する場合を含む。)若しくは第二十三条第二項の定めをしようとするときは、中央環境審議会の意見を聴かなければならない。これらの基準、事態又は定めを変更し、又は廃止しようとするときも、同様とする。 
第五章　罰則 

第二十七条 　愛護動物をみだりに殺し、又は傷つけた者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

２ 　愛護動物に対し、みだりに給餌又は給水をやめることにより衰弱させる等の虐待を行つた者は、三十万円以下の罰金に処する。 

３ 　愛護動物を遺棄した者は、三十万円以下の罰金に処する。 

４ 　前三項において「愛護動物」とは、次の各号に掲げる動物をいう。 

一 　牛、馬、豚、めん羊、やぎ、犬、ねこ、いえうさぎ、鶏、いえばと及びあひる 

二 　前号に掲げるものを除くほか、人が占有している動物で哺乳類、鳥類又は爬虫類に属するもの 

第二十八条 　第十二条第二項の規定による命令に違反した者は、三十万円以下の罰金に処する。 

第二十九条 　次の各号のいずれかに該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。 

一 　第八条第一項又は第九条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

二 　第十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

三 　第十五条第二項の規定による命令に違反した者 

第三十条 　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

第三十一条 　第九条第二項又は第十条第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、二十万円以下の過料に処する。
　　　附　則　（平成一一年一二月二二日法律第二二一号）　抄 

（施行期日）

第一条 　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。 

（検討）

第二条 　政府は、この法律の施行後五年を目途として、国、地方公共団体等における動物の愛護及び管理に関する各種の取組の状況等を勘案して、改正後の動物の愛護及び管理に関する法律の施行の状況について検討を加え、動物の適正な飼養及び保管の観点から必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（施行前の準備）

第三条 （略）

（経過措置）

第四条 　この法律の施行の際現に改正後の第八条第一項に規定する飼養施設を設置して同項に規定する動物取扱業を営んでいる者は、当該飼養施設を設置する事業所ごとに、この法律の施行の日から六十日以内に、総理府令で定めるところにより、同条第二項に規定する書類を添付して、同条第一項各号に掲げる事項を都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市にあっては、その長とする。）に届け出なければならない。 

２ 　前項の規定による届出をした者は、改正後の第八条第一項の規定による届出をした者とみなす。 

３ 　第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、二十万円以下の罰金に処する。 

４ 　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同項の刑を科する。 

（総理府設置法の一部改正）

第五条〜八条（略）
Ⅲ—２

実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準

平成18年４月28日
環境省告示第88号

第１　一般原則
１　基本的な考え方
　動物を科学上の利用に供することは、生命科学の進展、医療技術等の開発等のために必要不可欠なものであるが、その科学上の利用に当たっては、動物が命あるものであることにかんがみ、科学上の利用の目的を達することができる範囲において、できる限り動物を供する方法に代わり得るものを利用すること、できる限り利用に供される動物の数を少なくすること等により動物の適切な利用に配慮すること、並びに利用に必要な限度において、できる限り動物に苦痛を与えない方法によって行うことを徹底するために、動物の生理、生態、習性等に配慮し、動物に対する感謝の念及び責任をもって適正な飼養及び保管並びに科学上の利用に努めること。また、実験動物の適正な飼養及び保管により人の生命、身体又は財産に対する侵害の防止及び周辺の生活環境の保全に努めること。　

２　動物の選定
　管理者は、施設の立地及び整備の状況、飼養者の飼養能力等の条件を考慮して飼養又は保管をする実験動物の種類等が計画的に選定されるように努めること。

３　周知
　実験動物の飼養及び保管並びに科学上の利用が、客観性及び必要に応じた透明性を確保しつつ、動物の愛護及び管理の観点から適切な方法で行われるように、管理者は、本基準の遵守に関する指導を行う委員会の設置又はそれと同等の機能の確保、本基準に即した指針の策定等の措置を講じる等により、施設内における本基準の適正な周知に努めること。
　また、管理者は、関係団体、他の機関等と相互に連携を図る等により当該周知が効果的かつ効率的に行われる体制の整備に努めること。

第２　定義

　この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

1. (1) 実験等　動物を教育、試験研究又は生物学的製剤の製造の用その他の科学上の利用に供することをいう。 

2. (2) 施設　実験動物の飼養若しくは保管又は実験等を行う施設をいう。 

3. (3) 実験動物　実験等の利用に供するため、施設で飼養又は保管をしている哺(ほ)乳類、鳥類又は爬(は)虫類に属する動物（施設に導入するために輸送中のものを含む。）をいう。 

4. (4) 管理者　実験動物及び施設を管理する者（研究機関の長等の実験動物の飼養又は保管に関して責任を有する者を含む。）をいう。 

5. (5) 実験動物管理者　管理者を補佐し、実験動物の管理を担当する者をいう。 

6. (6) 実験実施者　実験等を行う者をいう。 

7. (7) 飼養者　実験動物管理者又は実験実施者の下で実験動物の飼養又は保管に従事する者をいう。 

8. (8) 管理者等　管理者、実験動物管理者、実験実施者及び飼養者をいう。 

第３　共通基準

１ 動物の健康及び安全の保持

1. (1) 飼養及び保管の方法
　実験動物管理者、実験実施者及び飼養者は、次の事項に留意し、実験動物の健康及び安全の保持に努めること。 

1. ア　実験動物の生理、生態、習性等に応じ、かつ、実験等の目的の達成に支障を及ぼさない範囲で、適切に給餌(じ)及び給水を行うこと。 

2. イ　実験動物が傷害（実験等の目的に係るものを除く。以下このイにおいて同じ。）を負い、又は実験等の目的に係る疾病以外の疾病（実験等の目的に係るものを除く。以下このイにおいて同じ。）にかかることを予防する等必要な健康管理を行うこと。また、実験動物が傷害を負い、又は疾病にかかった場合にあっては、実験等の目的の達成に支障を及ぼさない範囲で、適切な治療等を行うこと。 

3. ウ　実験動物管理者は、施設への実験動物の導入に当たっては、必要に応じて適切な検疫、隔離飼育等を行うことにより、実験実施者、飼養者及び他の実験動物の健康を損ねることのないようにするとともに、必要に応じて飼養環境への順化又は順応を図るための措置を講じること。 

4. エ　異種又は複数の実験動物を同一施設内で飼養及び保管する場合には、実験等の目的の達成に支障を及ぼさない範囲で、その組合せを考慮した収容を行うこと。

2. (2) 施設の構造等
　管理者は、その管理する施設について、次に掲げる事項に留意し、実験動物の生理、生態、習性等に応じた適切な整備に努めること。 

1. ア　実験等の目的の達成に支障を及ぼさない範囲で、個々の実験動物が、自然な姿勢で立ち上がる、横たわる、羽ばたく、泳ぐ等日常的な動作を容易に行うための広さ及び空間を備えること。 

2. イ　実験動物に過度なストレスがかからないように、実験等の目的の達成に支障を及ぼさない範囲で、適切な温度、湿度、換気、明るさ等を保つことができる構造等とすること。 

3. ウ　床、内壁、天井及び附属設備は、清掃が容易である等衛生状態の維持及び管理が容易な構造とするとともに、実験動物が、突起物、穴、くぼみ、斜面等により傷害等を受けるおそれがない構造とすること。

3. (3) 教育訓練等　　
　管理者は、実験動物に関する知識及び経験を有する者を実験動物管理者に充てるようにすること。また、実験動物管理者、実験実施者及び飼養者の別に応じて必要な教育訓練が確保されるよう努めること。 

２　生活環境の保全
　管理者等は、実験動物の汚物等の適切な処理を行うとともに、施設を常に清潔にして、微生物等による環境の汚染及び悪臭、害虫等の発生の防止を図ることによって、また、施設又は設備の整備等により騒音の防止を図ることによって、施設及び施設周辺の生活環境の保全に努めること。

３　危害等の防止

1. (1) 施設の構造並びに飼養及び保管の方法
　管理者等は、実験動物の飼養又は保管に当たり、次に掲げる措置を講じることにより、実験動物による人への危害、環境保全上の問題等の発生の防止に努めること。 

1. ア　管理者は、実験動物が逸走しない構造及び強度の施設を整備すること。 

2. イ　管理者は、実験動物管理者、実験実施者及び飼養者が実験動物に由来する疾病にかかることを予防するため、必要な健康管理を行うこと。 

3. ウ　管理者及び実験動物管理者は、実験実施者及び飼養者が危険を伴うことなく作業ができる施設の構造及び飼養又は保管の方法を確保すること。 

4. エ　実験動物管理者は、施設の日常的な管理及び保守点検並びに定期的な巡回等により、飼養又は保管をする実験動物の数及び状態の確認が行われるようにすること。 

5. オ　実験動物管理者、実験実施者及び飼養者は、次に掲げるところにより、相互に実験動物による危害の発生の防止に必要な情報の提供等を行うよう努めること。 

1. (ⅰ)実験動物管理者は、実験実施者に対して実験動物の取扱方法についての情報を提供するとともに、飼養者に対してその飼養又は保管について必要な指導を行うこと。 

2. (ⅱ)実験実施者は、実験動物管理者に対して実験等に利用している実験動物についての情報を提供するとともに、飼養者に対してその飼養又は保管について必要な指導を行うこと。 

3. (ⅲ)飼養者は、実験動物管理者及び実験実施者に対して、実験動物の状況を報告すること。

6. カ　管理者等は、実験動物の飼養及び保管並びに実験等に関係のない者が実験動物に接することのないよう必要な措置を講じること。

2. (2) 有毒動物の飼養及び保管
　毒へび等の有毒動物の飼養又は保管をする場合には、抗毒素血清等の救急医薬品を備えるとともに、事故発生時に医師による迅速な救急処置が行える体制を整備し、実験動物による人への危害の発生の防止に努めること。 

3. (3) 逸走時の対応
　管理者等は、実験動物が保管設備等から逸走しないよう必要な措置を講じること。また、管理者は、実験動物が逸走した場合の捕獲等の措置についてあらかじめ定め、逸走時の人への危害及び環境保全上の問題等の発生の防止に努めるとともに、人に危害を加える等のおそれがある実験動物が施設外に逸走した場合には、速やかに関係機関への連絡を行うこと 

4. (4) 緊急時の対応
　管理者は、関係行政機関との連携の下、地域防災計画等との整合を図りつつ、地震、火災等の緊急時に採るべき措置に関する計画をあらかじめ作成するものとし、管理者等は、緊急事態が発生したときは、速やかに、実験動物の保護及び実験動物の逸走による人への危害、環境保全上の問題等の発生の防止に努めること。 

４　人と動物の共通感染症に係る知識の習得等
　実験動物管理者、実験実施者及び飼養者は、人と動物の共通感染症に関する十分な知識の習得及び情報の収集に努めること。また、管理者、実験動物管理者及び実験実施者は、人と動物の共通感染症の発生時において必要な措置を迅速に講じることができるよう、公衆衛生機関等との連絡体制の整備に努めること。

５　実験動物の記録管理の適正化
　管理者等は、実験動物の飼養及び保管の適正化を図るため、実験動物の入手先、飼育履歴、病歴等に関する記録台帳を整備する等、実験動物の記録管理を適正に行うよう努めること。また、人に危害を加える等のおそれのある実験動物については、名札、脚環、マイクロチップ等の装着等の識別措置を技術的に可能な範囲で講じるよう努めること。

６　輸送時の取扱い
　実験動物の輸送を行う場合には、次に掲げる事項に留意し、実験動物の健康及び安全の確保並びに実験動物による人への危害等の発生の防止に努めること。

1. ア　なるべく短時間に輸送できる方法を採ること等により、実験動物の疲労及び苦痛をできるだけ小さくすること。 

2. イ　輸送中の実験動物には必要に応じて適切な給餌及び給水を行うとともに、輸送に用いる車両等を換気等により適切な温度に維持すること。 

3. ウ　実験動物の生理、生態、習性等を考慮の上、適切に区分して輸送するとともに、輸送に用いる車両、容器等は、実験動物の健康及び安全を確保し、並びに実験動物の逸走を防止するために必要な規模、構造等のものを選定すること。 

4. エ　実験動物が保有する微生物、実験動物の汚物等により環境が汚染されることを防止するために必要な措置を講じること。 

７　施設廃止時の取扱い
　管理者は、施設の廃止に当たっては、実験動物が命あるものであることにかんがみ、その有効利用を図るために、飼養又は保管をしている実験動物を他の施設へ譲り渡すよう努めること。やむを得ず実験動物を殺処分しなければならない場合にあっては、動物の処分方法に関する指針（平成７年７月総理府告示第40号。以下「指針」という。）に基づき行うよう努めること。

第４　個別基準

１　実験等を行う施設

1. (1) 実験等の実施上の配慮
　実験実施者は、実験等の目的の達成に必要な範囲で実験動物を適切に利用するよう努めること。また、実験等の目的の達成に支障を及ぼさない範囲で、麻酔薬、鎮痛薬等を投与すること、実験等に供する期間をできるだけ短くする等実験終了の時期に配慮すること等により、できる限り実験動物に苦痛を与えないようにするとともに、保温等適切な処置を採ること。 

2. (2) 事後措置
　実験動物管理者、実験実施者及び飼養者は、実験等を終了し、若しくは中断した実験動物又は疾病等により回復の見込みのない障害を受けた実験動物を殺処分する場合にあっては、速やかに致死量以上の麻酔薬の投与、頸(けい)椎(つい)脱臼(きゅう)等の化学的又は物理的方法による等指針に基づき行うこと。また、実験動物の死体については、適切な処理を行い、人の健康及び生活環境を損なうことのないようにすること。 

２　実験動物を生産する施設
　幼齢又は高齢の動物を繁殖の用に供さないこと。また、みだりに繁殖の用に供することによる動物への過度の負担を避けるため、繁殖の回数を適切なものとすること。ただし、系統の維持の目的で繁殖の用に供する等特別な事情がある場合については、この限りでない。また、実験動物の譲渡しに当たっては、その生理、生態、習性等、適正な飼養及び保管の方法、感染性の疾病等に関する情報を提供し、譲り受ける者に対する説明責任を果たすこと。

第５　準用及び適用除外

　　管理者等は、哺乳類、鳥類又は爬虫類に属する動物以外の動物を実験等の利用に供する場合においてもこの基準の趣旨に沿って行うよう努めること。また、この基準は、畜産に関する飼養管理の教育若しくは試験研究又は畜産に関する育種改良を行うことを目的として実験動物の飼養又は保管をする管理者等及び生態の観察を行うことを目的として実験動物の飼養又は保管をする管理者等には適用しない。なお、生態の観察を行うことを目的とする動物の飼養及び保管については、家庭動物等の飼養及び保管に関する基準（平成14年５月環境省告示第37号）に準じて行うこと。
Ⅲ—３
遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律
平成15年6月18日公布

第一章　総則
　（目的）
第一条　この法律は、国際的に協力して生物の多様性の確保を図るため、遺伝子組換え生物等の使用等の規制に関する措置を講ずることにより生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに関するカルタヘナ議定書（以下「議定書」という。）の的確かつ円滑な実施を確保し、もって人類の福祉に貢献するとともに現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。
　（定義）
第二条　この法律において「生物」とは、一の細胞（細胞群を構成しているものを除く。）又は細胞群であって核酸を移転し又は複製する能力を有するものとして主務省令で定めるもの、ウイルス及びウイロイドをいう。
２　この法律において「遺伝子組換え生物等」とは、次に掲げる技術の利用により得られた核酸又はその複製物を有する生物をいう。
　一　細胞外において核酸を加工する技術であって主務省令で定めるもの
　二　異なる分類学上の科に属する生物の細胞を融合する技術であって主務省令で定めるもの
３　この法律において「使用等」とは、食用、飼料用その他の用に供するための使用、栽培その他の育成、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為をいう。
４　この法律において「生物の多様性」とは、生物の多様性に関する条約第二条に規定する生物の多様性をいう。
５　この法律において「第一種使用等」とは、次項に規定する措置を執らないで行う使用等をいう。
６　この法律において「第二種使用等」とは、施設、設備その他の構造物（以下「施設等」という。）の外の大気、水又は土壌中への遺伝子組換え生物等の拡散を防止する意図をもって行う使用等であって、そのことを明示する措置その他の主務省令で定める措置を執って行うものをいう。
７　この法律において「拡散防止措置」とは、遺伝子組換え生物等の使用等に当たって、施設等を用いることその他必要な方法により施設等の外の大気、水又は土壌中に当該遺伝子組換え生物等が拡散することを防止するために執る措置をいう。
　（基本的事項の公表）
第三条　主務大臣は、議定書の的確かつ円滑な実施を図るため、次に掲げる事項（以下「基本的事項」という。）を定めて公表するものとする。これを変更したときも、同様とする。
　一　遺伝子組換え生物等の使用等により生ずる影響であって、生物の多様性を損なうおそれのあるもの（以下「生物多様性影響」という。）を防止するための施策の実施に関する基本的な事項
　二　遺伝子組換え生物等の使用等をする者がその行為を適正に行うために配慮しなければならない基本的な事項
　三　前二号に掲げるもののほか、遺伝子組換え生物等の使用等が適正に行われることを確保するための重要な事項
　　　第二章　国内における遺伝子組換え生物等の使用等により生ずる生物多様性影響の防止に関する措置
　　　　第一節　遺伝子組換え生物等の第一種使用等
　（遺伝子組換え生物等の第一種使用等に係る第一種使用規程の承認）
第四条　遺伝子組換え生物等を作成し又は輸入して第一種使用等をしようとする者その他の遺伝子組換え生物等の第一種使用等をしようとする者は、遺伝子組換え生物等の種類ごとにその第一種使用等に関する規程（以下「第一種使用規程」という。）を定め、これにつき主務大臣の承認を受けなければならない。ただし、その性状等からみて第一種使用等による生物多様性影響が生じないことが明らかな生物として主務大臣が指定する遺伝子組換え生物等（以下「特定遺伝子組換え生物等」という。）の第一種使用等をしようとする場合、この項又は第九条第一項の規定に基づき主務大臣の承認を受けた第一種使用規程（第七条第一項（第九条第四項において準用する場合を含む。）の規定に基づき主務大臣により変更された第一種使用規程については、その変更後のもの）に定める第一種使用等をしようとする場合その他主務省令で定める場合は、この限りでない。
２　前項の承認を受けようとする者は、遺伝子組換え生物等の種類ごとにその第一種使用等による生物多様性影響について主務大臣が定めるところにより評価を行い、その結果を記載した図書（以下「生物多様性影響評価書」という。）その他主務省令で定める書類とともに、次の事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならない。
　一　氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地。第十三条第二項第一号及び第十八条第四項第二号において同じ。）
　二　第一種使用規程
３　第一種使用規程は、主務省令で定めるところにより、次の事項について定めるものとする。
　一　遺伝子組換え生物等の種類の名称
　二　遺伝子組換え生物等の第一種使用等の内容及び方法
４　主務大臣は、第一項の承認の申請があった場合には、主務省令で定めるところにより、当該申請に係る第一種使用規程について、生物多様性影響に関し専門の学識経験を有する者（以下「学識経験者」という。）の意見を聴かなければならない。
５　主務大臣は、前項の規定により学識経験者から聴取した意見の内容及び基本的事項に照らし、第一項の承認の申請に係る第一種使用規程に従って第一種使用等をする場合に野生動植物の種又は個体群の維持に支障を及ぼすおそれがある影響その他の生物多様性影響が生ずるおそれがないと認めるときは、当該第一種使用規程の承認をしなければならない。
６　第四項の規定により意見を求められた学識経験者は、第一項の承認の申請に係る第一種使用規程及びその生物多様性影響評価書に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。
７　前各項に規定するもののほか、第一項の承認に関して必要な事項は、主務省令で定める。
　（第一種使用規程の修正等）
第五条　前条第一項の承認の申請に係る第一種使用規程に従って第一種使用等をする場合に生物多様性影響が生ずるおそれがあると認める場合には、主務大臣は、申請者に対し、主務省令で定めるところにより、当該第一種使用規程を修正すべきことを指示しなければならない。ただし、当該第一種使用規程に係る遺伝子組換え生物等の第一種使用等をすることが適当でないと認めるときは、この限りでない。
２　前項の規定による指示を受けた者が、主務大臣が定める期間内にその指示に基づき第一種使用規程の修正をしないときは、主務大臣は、その者の承認の申請を却下する。
３　第一項ただし書に規定する場合においては、主務大臣は、その承認を拒否しなければならない。
　（承認取得者の義務等）
第六条　第四条第一項の承認を受けた者（次項において「承認取得者」という。）は、同条第二項第一号に掲げる事項中に変更を生じたときは、主務省令で定めるところにより、その理由を付してその旨を主務大臣に届け出なければならない。
２　主務大臣は、次条第一項の規定に基づく第一種使用規程の変更又は廃止を検討しようとするときその他当該第一種使用規程に関し情報を収集する必要があるときは、当該第一種使用規程に係る承認取得者に対し、必要な情報の提供を求めることができる。
　（承認した第一種使用規程の変更等） 
第七条　主務大臣は、第四条第一項の承認の時には予想することができなかった環境の変化又は同項の承認の日以降における科学的知見の充実により同項の承認を受けた第一種使用規程に従って遺伝子組換え生物等の第一種使用等がなされるとした場合においてもなお生物多様性影響が生ずるおそれがあると認められるに至った場合は、生物多様性影響を防止するため必要な限度において、当該第一種使用規程を変更し、又は廃止しなければならない。
２　主務大臣は、前項の規定による変更又は廃止については、主務省令で定めるところにより、あらかじめ、学識経験者の意見を聴くものとする。
３　前項の規定により意見を求められた学識経験者は、第一項の規定による変更又は廃止に係る第一種使用規程及びその生物多様性影響評価書に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。
４　前三項に規定するもののほか、第一項の規定による変更又は廃止に関して必要な事項は、主務省令で定める。
　（承認した第一種使用規程等の公表） 
第八条　主務大臣は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、主務省令で定めるところにより、遅滞なく、当該各号に定める事項を公表しなければならない。
　一　第四条第一項の承認をしたとき　その旨及び承認された第一種使用規程
　二　前条第一項の規定により第一種使用規程を変更したとき　その旨及び変更後の第一種使用規程
　三　前条第一項の規定により第一種使用規程を廃止したとき　その旨
２　前項の規定による公表は、告示により行うものとする。
　（本邦への輸出者等に係る第一種使用規程についての承認）
第九条　遺伝子組換え生物等を本邦に輸出して他の者に第一種使用等をさせようとする者その他の遺伝子組換え生物等の第一種使用等を他の者にさせようとする者は、主務省令で定めるところにより、遺伝子組換え生物等の種類ごとに第一種使用規程を定め、これにつき主務大臣の承認を受けることができる。
２　前項の承認を受けようとする者が本邦内に住所（法人にあっては、その主たる事務所。以下この項及び第四項において同じ。）を有する者以外の者である場合には、その者は、本邦内において遺伝子組換え生物等の適正な使用等のために必要な措置を執らせるための者を、本邦内に住所を有する者その他主務省令で定める者のうちから、当該承認の申請の際選任しなければならない。
３　前項の規定により選任を行った者は、同項の規定により選任した者（以下「国内管理人」という。）を変更したときは、その理由を付してその旨を主務大臣に届け出なければならない。
４　第四条第二項から第七項まで、第五条及び前条の規定は第一項の承認について、第六条の規定は第一項の承認を受けた者（その者が本邦内に住所を有する者以外の者である場合にあっては、その者に係る国内管理人）について、第七条の規定は第一項の規定により承認を受けた第一種使用規程について準用する。この場合において、第四条第二項第一号中「氏名及び住所」とあるのは「第九条第一項の承認を受けようとする者及びその者が本邦内に住所（法人にあっては、その主たる事務所）を有する者以外の者である場合にあっては同条第二項の規定により選任した者の氏名及び住所」と、第七条第一項中「第四条第一項」とあるのは「第九条第一項」と読み替えるものとする。
　（第一種使用等に関する措置命令）
第十条　主務大臣は、第四条第一項の規定に違反して遺伝子組換え生物等の第一種使用等をした者、又はしている者に対し、生物多様性影響を防止するため必要な限度において、遺伝子組換え生物等の回収を図ることその他の必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
２　主務大臣は、第七条第一項（前条第四項において準用する場合を含む。）に規定する場合その他特別の事情が生じた場合において、生物多様性影響を防止するため緊急の必要があると認めるとき（次条第一項に規定する場合を除く。）は、生物多様性影響を防止するため必要な限度において、遺伝子組換え生物等の第一種使用等をしている者、若しくはした者又はさせた者（特に緊急の必要があると認める場合においては、国内管理人を含む。）に対し、当該第一種使用等を中止することその他の必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
　（第一種使用等に関する事故時の措置）
第十一条　遺伝子組換え生物等の第一種使用等をしている者は、事故の発生により当該遺伝子組換え生物等について承認された第一種使用規程に従うことができない場合において、生物多様性影響が生ずるおそれのあるときは、直ちに、生物多様性影響を防止するための応急の措置を執るとともに、速やかにその事故の状況及び執った措置の概要を主務大臣に届け出なければならない。
２　主務大臣は、前項に規定する者が同項の応急の措置を執っていないと認めるときは、その者に対し、同項に規定する応急の措置を執るべきことを命ずることができる。
　　　　第二節　遺伝子組換え生物等の第二種使用等
　（主務省令で定める拡散防止措置の実施）
第十二条　遺伝子組換え生物等の第二種使用等をする者は、当該第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置が主務省令により定められている場合には、その使用等をする間、当該拡散防止措置を執らなければならない。
　（確認を受けた拡散防止措置の実施）
第十三条　遺伝子組換え生物等の第二種使用等をする者は、前条の主務省令により当該第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置が定められていない場合（特定遺伝子組換え生物等の第二種使用等をする場合その他主務省令で定める場合を除く。）には、その使用等をする間、あらかじめ主務大臣の確認を受けた拡散防止措置を執らなければならない。
２　前項の確認の申請は、次の事項を記載した申請書を提出して、これをしなければならない。
　一　氏名及び住所
　二　第二種使用等の対象となる遺伝子組換え生物等の特性
　三　第二種使用等において執る拡散防止措置
　四　前三号に掲げるもののほか、主務省令で定める事項
３　前二項に規定するもののほか、第一項の確認に関して必要な事項は、主務省令で定める。
　（第二種使用等に関する措置命令）
第十四条　主務大臣は、第十二条又は前条第一項の規定に違反して第二種使用等をしている者、又はした者に対し、第十二条の主務省令で定める拡散防止措置を執ることその他の必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
２　主務大臣は、第十二条の主務省令の制定又は前条第一項の確認の日以降における遺伝子組換え生物等に関する科学的知見の充実により施設等の外への遺伝子組換え生物等の拡散を防止するため緊急の必要があると認めるに至ったときは、第十二条の主務省令により定められている拡散防止措置を執って第二種使用等をしている者、若しくはした者又は前条第一項の確認を受けた者に対し、当該拡散防止措置を改善するための措置を執ることその他の必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
　（第二種使用等に関する事故時の措置）
第十五条　遺伝子組換え生物等の第二種使用等をしている者は、拡散防止措置に係る施設等において破損その他の事故が発生し、当該遺伝子組換え生物等について第十二条の主務省令で定める拡散防止措置又は第十三条第一項の確認を受けた拡散防止措置を執ることができないときは、直ちに、その事故について応急の措置を執るとともに、速やかにその事故の状況及び執った措置の概要を主務大臣に届け出なければならない。
２　主務大臣は、前項に規定する者が同項の応急の措置を執っていないと認めるときは、その者に対し、同項に規定する応急の措置を執るべきことを命ずることができる。
　　　　第三節　生物検査
　（輸入の届出）
第十六条　生産地の事情その他の事情からみて、その使用等により生物多様性影響が生ずるおそれがないとはいえない遺伝子組換え生物等をこれに該当すると知らないで輸入するおそれが高い場合その他これに類する場合であって主務大臣が指定する場合に該当するときは、その指定に係る輸入をしようとする者は、主務省令で定めるところにより、その都度その旨を主務大臣に届け出なければならない。
　（生物検査命令）
第十七条　主務大臣は、主務省令で定めるところにより、前条の規定による届出をした者に対し、その者が行う輸入に係る生物（第三項及び第五項において「検査対象生物」という。）につき、主務大臣又は主務大臣の登録を受けた者（以下「登録検査機関」という。）から、同条の指定の理由となった遺伝子組換え生物等であるかどうかについての検査（以下「生物検査」という。）を受けるべきことを命ずることができる。
２　主務大臣は、前項の規定による命令は、前条の規定による届出を受けた後直ちにしなければならない。
３　第一項の規定による命令を受けた者は、生物検査を受け、その結果についての通知を受けるまでの間は、施設等を用いることその他の主務大臣の指定する条件に基づいて検査対象生物の使用等をしなければならず、また、検査対象生物を譲渡し、又は提供してはならない。
４　前項の通知であって登録検査機関がするものは、主務大臣を経由してするものとする。
５　主務大臣は、第三項に規定する者が同項の規定に違反していると認めるときは、その者に対し、同項の条件に基づいて検査対象生物の使用等をすることその他の必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
　（登録検査機関）
第十八条　前条第一項の登録（以下この節において「登録」という。）は、生物検査を行おうとする者の申請により行う。
２　次の各号のいずれかに該当する者は、登録を受けることができない。
　一　この法律に規定する罪を犯して刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者であること。　
　二　第二十一条第四項又は第五項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過しない者であること。
　三　法人であって、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があること。
３　主務大臣は、登録の申請をした者（以下この項において「登録申請者」という。）が次の各号のいずれにも適合しているときは、その登録をしなければならない。この場合において、登録に関して必要な手続は、主務省令で定める。
　一　凍結乾燥器、粉砕機、天びん、遠心分離機、分光光度計、核酸増幅器及び電気泳動装置を有すること。
　二　次のいずれかに該当する者が生物検査を実施し、その人数が生物検査を行う事業所ごとに二名以上であること。

イ　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学（短期大学を除く。）、旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）に基づく大学又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）に基づく専門学校において医学、歯学、薬学、獣医学、畜産学、水産学、農芸化学、応用化学若しくは生物学の課程又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、一年以上分子生物学的検査の業務に従事した経験を有する者であること。
ロ　学校教育法に基づく短期大学又は高等専門学校において工業化学若しくは生物学の課程又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、三年以上分子生物学的検査の業務に従事した経験を有する者であること。
ハ　イ及びロに掲げる者と同等以上の知識経験を有する者であること。

　三　登録申請者が、業として遺伝子組換え生物等の使用等をし、又は遺伝子組換え生物等を譲渡し、若しくは提供している者（以下この号において「遺伝子組換え生物使用業者等」という。）に支配されているものとして次のいずれかに該当するものでないこと。

イ　登録申請者が株式会社又は有限会社である場合にあっては、遺伝子組換え生物使用業者等がその親会社（商法（明治三十二年法律第四十八号）第二百十一条ノ二第一項の親会社をいう。）であること。
ロ　登録申請者の役員（合名会社又は合資会社にあっては、業務執行権を有する社員）に占める遺伝子組換え生物使用業者等の役員又は職員（過去二年間にその遺伝子組換え生物使用業者等の役員又は職員であった者を含む。）の割合が二分の一を超えていること。
ハ　登録申請者（法人にあっては、その代表権を有する役員）が、遺伝子組換え生物使用業者等の役員又は職員（過去二年間にその遺伝子組換え生物使用業者等の役員又は職員であった者を含む。）であること。

４　登録は、登録検査機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。
　一　登録の年月日及び番号
　二　登録を受けた者の氏名及び住所
　三　前二号に掲げるもののほか、主務省令で定める事項
　（遵守事項等） 
第十九条　登録検査機関は、生物検査を実施することを求められたときは、正当な理由がある場合を除き、遅滞なく、生物検査を実施しなければならない。
２　登録検査機関は、公正に、かつ、主務省令で定める方法により生物検査を実施しなければならない。
３　登録検査機関は、生物検査を実施する事業所の所在地を変更しようとするときは、変更しようとする日の二週間前までに、主務大臣に届け出なければならない。
４　登録検査機関は、その生物検査の業務の開始前に、主務省令で定めるところにより、その生物検査の業務の実施に関する規程を定め、主務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
５　登録検査機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに営業報告書又は事業報告書（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この項及び次項において同じ。）の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。以下「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事業所に備えて置かなければならない。
６　生物検査を受けようとする者その他の利害関係人は、登録検査機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録検査機関の定めた費用を支払わなければならない。
　一　財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求
　二　前号の書面の謄本又は抄本の請求
　三　財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を主務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求
　四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって主務省令で定めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求
７　登録検査機関は、主務省令で定めるところにより、帳簿を備え、生物検査に関し主務省令で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。
８　登録検査機関は、主務大臣の許可を受けなければ、その生物検査の業務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。
　（秘密保持義務等） 
第二十条　登録検査機関の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、その生物検査に関し知り得た秘密を漏らしてはならない。
２　生物検査に従事する登録検査機関の役員又は職員は、刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。
　（適合命令等）
第二十一条　主務大臣は、登録検査機関が第十八条第三項各号のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、その登録検査機関に対し、これらの規定に適合するため必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
２　主務大臣は、登録検査機関が第十九条第一項若しくは第二項の規定に違反していると認めるとき、又は登録検査機関が行う第十七条第三項の通知の記載が適当でないと認めるときは、その登録検査機関に対し、生物検査を実施すべきこと又は生物検査の方法その他の業務の方法の改善に関し必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
３　主務大臣は、第十九条第四項の規程が生物検査の公正な実施上不適当となったと認めるときは、その規程を変更すべきことを命ずることができる。
４　主務大臣は、登録検査機関が第十八条第二項第一号又は第三号に該当するに至ったときは、登録を取り消さなければならない。
５　主務大臣は、登録検査機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は期間を定めて生物検査の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
　一　第十九条第三項から第五項まで、第七項又は第八項の規定に違反したとき。
　二　第十九条第四項の規程によらないで生物検査を実施したとき。 
　三　正当な理由がないのに第十九条第六項各号の規定による請求を拒んだとき。 
　四　第一項から第三項までの規定による命令に違反したとき。
　五　不正の手段により登録を受けたとき。
　（報告徴収及び立入検査）
第二十二条　主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、登録検査機関に対し、その生物検査の業務に関し報告を求め、又はその職員に、登録検査機関の事務所に立ち入り、登録検査機関の帳簿、書類その他必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。
２　前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。
３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
　（公示）
第二十三条　主務大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。
　一　登録をしたとき。
　二　第十九条第三項の規定による届出があったとき。
　三　第十九条第八項の許可をしたとき。
　四　第二十一条第四項若しくは第五項の規定により登録を取り消し、又は同項の規定により生物検査の業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。
　（手数料） 
第二十四条　生物検査を受けようとする者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を国（登録検査機関が生物検査を行う場合にあっては、登録検査機関）に納めなければならない。
２　前項の規定により登録検査機関に納められた手数料は、登録検査機関の収入とする。
　　　　第四節　情報の提供
　（適正使用情報）
第二十五条　主務大臣は、第四条第一項又は第九条第一項の承認を受けた第一種使用規程に係る遺伝子組換え生物等について、その第一種使用等がこの法律に従って適正に行われるようにするため、必要に応じ、当該遺伝子組換え生物等を譲渡し、若しくは提供し、若しくは委託してその第一種使用等をさせようとする者がその譲渡若しくは提供を受ける者若しくは委託を受けてその第一種使用等をする者に提供すべき情報（以下「適正使用情報」という。）を定め、又はこれを変更するものとする。 
２　主務大臣は、前項の規定により適正使用情報を定め、又はこれを変更したときは、主務省令で定めるところにより、遅滞なく、その内容を公表しなければならない。
３　前項の規定による公表は、告示により行うものとする。
　（情報の提供） 
第二十六条　遺伝子組換え生物等を譲渡し、若しくは提供し、又は委託して使用等をさせようとする者は、主務省令で定めるところにより、その譲渡若しくは提供を受ける者又は委託を受けてその使用等をする者に対し、適正使用情報その他の主務省令で定める事項に関する情報を文書の交付その他の主務省令で定める方法により提供しなければならない。
２ 主務大臣は、前項の規定に違反して遺伝子組換え生物等の譲渡若しくは提供又は委託による使用等がなされた場合において、生物多様性影響が生ずるおそれがあると認めるときは、生物多様性影響を防止するため必要な限度において、当該遺伝子組換え生物等を譲渡し、若しくは提供し、又は委託して使用等をさせた者に対し、遺伝子組換え生物等の回収を図ることその他の必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
　　　第三章　輸出に関する措置
　（輸出の通告）
第二十七条　遺伝子組換え生物等を輸出しようとする者は、主務省令で定めるところにより、輸入国に対し、輸出しようとする遺伝子組換え生物等の種類の名称その他主務省令で定める事項を通告しなければならない。ただし、専ら動物のために使用されることが目的とされている医薬品（薬事法（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第一項の医薬品をいう。以下この条において同じ。）以外の医薬品を輸出する場合その他主務省令で定める場合は、この限りでない。
　（輸出の際の表示）
第二十八条　遺伝子組換え生物等は、主務省令で定めるところにより、当該遺伝子組換え生物等又はその包装、容器若しくは送り状に当該遺伝子組換え生物等の使用等の態様その他主務省令で定める事項を表示したものでなければ、輸出してはならない。この場合において、前条ただし書の規定は、本条の規定による輸出について準用する。
　（輸出に関する命令）
第二十九条　主務大臣は、前二条の規定に違反して遺伝子組換え生物等の輸出が行われた場合において、生物多様性影響が生ずるおそれがあると認めるときは、生物多様性影響を防止するため必要な限度において、当該遺伝子組換え生物等を輸出した者に対し、当該遺伝子組換え生物等の回収を図ることその他の必要な措置を執るべきことを命ずることができる。
　　　第四章　雑則
　（報告徴収） 
第三十条　主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、遺伝子組換え生物等（遺伝子組換え生物等であることの疑いのある生物を含む。以下この条、次条第一項及び第三十二条第一項において同じ。）の使用等をしている者、又はした者、遺伝子組換え生物等を譲渡し、又は提供した者、国内管理人、遺伝子組換え生物等を輸出した者その他の関係者からその行為の実施状況その他必要な事項の報告を求めることができる。
　（立入検査等） 
第三十一条　主務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、遺伝子組換え生物等の使用等をしている者、又はした者、遺伝子組換え生物等を譲渡し、又は提供した者、国内管理人、遺伝子組換え生物等を輸出した者その他の関係者がその行為を行う場所その他の場所に立ち入らせ、関係者に質問させ、遺伝子組換え生物等、施設等その他の物件を検査させ、又は検査に必要な最少限度の分量に限り遺伝子組換え生物等を無償で収去させることができる。
２　当該職員は、前項の規定による立入り、質問、検査又は収去（以下「立入検査等」という。）をする場合には、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。
３　第一項の規定による立入検査等の権限は、犯罪捜査のため認められたものと解釈してはならない。
　（センター等による立入検査等） 
第三十二条　農林水産大臣、経済産業大臣又は厚生労働大臣は、前条第一項の場合において必要があると認めるときは、独立行政法人農林水産消費技術センター、独立行政法人種苗管理センター、独立行政法人家畜改良センター、独立行政法人肥飼料検査所、独立行政法人農薬検査所、独立行政法人水産総合研究センター、独立行政法人製品評価技術基盤機構又は独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以下「センター等」という。）に対し、次に掲げるセンター等の区分に応じ、遺伝子組換え生物等の使用等をしている者、又はした者、遺伝子組換え生物等を譲渡し、又は提供した者、国内管理人、遺伝子組換え生物等を輸出した者その他の関係者がその行為を行う場所その他の場所に立ち入らせ、関係者に質問させ、遺伝子組換え生物等、施設等その他の物件を検査させ、又は検査に必要な最少限度の分量に限り遺伝子組換え生物等を無償で収去させることができる。
　一 独立行政法人農林水産消費技術センター、独立行政法人種苗管理センター、独立行政法人家畜改良センター、独立行政法人肥飼料検査所、独立行政法人農薬検査所及び独立行政法人水産総合研究センター　農林水産大臣
　二 独立行政法人製品評価技術基盤機構　経済産業大臣
　三 独立行政法人医薬品医療機器総合機構　厚生労働大臣
２　農林水産大臣、経済産業大臣又は厚生労働大臣は、前項の規定によりセンター等に立入検査等を行わせる場合には、同項各号に掲げるセンター等の区分に応じ、センター等に対し、立入検査等を行う期日、場所その他必要な事項を示してこれを実施すべきことを指示するものとする。
３　センター等は、前項の規定による指示に従って第一項の規定による立入検査等をする場合には、遺伝子組換え生物等に関し知識経験を有する職員であって、同項各号に掲げるセンター等の区分に応じ当該各号に定める大臣が発する命令で定める条件に適合するものに行わせなければならない。
４　センター等は、第二項の規定による指示に従って第一項の規定による立入検査等を行ったときは、農林水産省令、経済産業省令又は厚生労働省令で定めるところにより、同項の規定により得た検査の結果を同項各号に掲げるセンター等の区分に応じ、農林水産大臣、経済産業大臣又は厚生労働大臣に報告しなければならない。
５　第一項の規定による立入検査等については、前条第二項及び第三項の規定を準用する。
　（センター等に対する命令） 
第三十三条　農林水産大臣、経済産業大臣又は厚生労働大臣は、前条第一項の規定による立入検査等の業務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、同項各号に掲げるセンター等の区分に応じ、センター等に対し、当該業務に関し必要な命令をすることができる。
　（科学的知見の充実のための措置） 
第三十四条　国は、遺伝子組換え生物等及びその使用等により生ずる生物多様性影響に関する科学的知見の充実を図るため、これらに関する情報の収集、整理及び分析並びに研究の推進その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
　（国民の意見の聴取） 
第三十五条　国は、この法律に基づく施策に国民の意見を反映し、関係者相互間の情報及び意見の交換の促進を図るため、生物多様性影響の評価に係る情報、前条の規定により収集し、整理し及び分析した情報その他の情報を公表し、広く国民の意見を求めるものとする。
　（主務大臣等）
第三十六条　この法律における主務大臣は、政令で定めるところにより、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣又は環境大臣とする。
２　この法律における主務省令は、主務大臣の発する命令とする。
　（権限の委任）
第三十六条の二　この法律に規定する主務大臣の権限は、主務省令で定めるところにより、地方支分部局の長に委任することができる。
　（経過措置）
第三十七条　この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。
　　　第五章　罰則
第三十八条　第十条第一項若しくは第二項、第十一条第二項、第十四条第一項若しくは第二項、第十五条第二項、第十七条第五項、第二十六条第二項又は第二十九条の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
第三十九条　次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役若しくは五十万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
　一　第四条第一項の規定に違反して第一種使用等をした者
　二　偽りその他不正の手段により第四条第一項又は第九条第一項の承認を受けた者
第四十条　次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。
　一　第四条第六項又は第七条第三項（これらの規定を第九条第四項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者
　二　第二十条第一項の規定に違反した者
第四十一条　第二十一条第五項の規定による生物検査の業務の停止の命令に違反したときは、その違反行為をした登録検査機関の役員又は職員は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。
第四十二条　次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。
　一　第十三条第一項の規定に違反して確認を受けないで第二種使用等をした者
　二　偽りその他不正の手段により第十三条第一項の確認を受けた者
　三 第十六条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をして輸入した者
　四　第二十六条第一項の規定による情報の提供をせず、又は虚偽の情報を提供して遺伝子組換え生物等を譲渡し、若しくは提供し、又は委託して使用等をさせた者
　五　第二十七条の規定による通告をせず、又は虚偽の通告をして輸出した者
　六　第二十八条の規定による表示をせず、又は虚偽の表示をして輸出した者
第四十三条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。　
　一　第三十条に規定する報告をせず、又は虚偽の報告をした者
　二　第三十一条第一項又は第三十二条第一項の規定による立入り、検査若しくは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者
第四十四条　次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした登録検査機関の役員又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。
　一　第十九条第七項の規定に違反して、同項に規定する事項の記載をせず、若しくは虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったとき。
　二　第十九条第八項の許可を受けないで生物検査の業務の全部を廃止したとき。
　三　第二十二条第一項に規定する報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたとき。
第四十五条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第三十八条、第三十九条、第四十二条又は第四十三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 
第四十六条　第六条第一項（第九条第四項において準用する場合を含む。）の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、二十万円以下の過料に処する。
第四十七条　次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした登録検査機関の役員又は職員は、二十万円以下の過料に処する。
　一　第十九条第五項の規定に違反して財務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に記載すべき事項を記載せず、又は虚偽の記載をしたとき。
　二　正当な理由がないのに第十九条第六項各号の規定による請求を拒んだとき。
第四十八条　第三十三条の規定による命令に違反した場合には、その違反行為をしたセンター等の役員は、二十万円以下の過料に処する。
　　　附　則
　（施行期日）
第一条　この法律は、議定書が日本国について効力を生ずる日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
　一　次条から附則第六条まで及び附則第十五条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）　公布の日
　二　附則第十五条の規定（独立行政法人医薬品医療機器総合機構法（平成十四年法律第百九十二号）第十五条第二項の改正規定に係る部分に限る。）　この法律の施行の日（以下「施行日」という。）又は独立行政法人医薬品医療機器総合機構法の施行の日のいずれか遅い日
　（経過措置）
第二条　第四条第一項又は第九条第一項の承認を受けようとする者は、施行日前においても、第四条又は第九条の規定の例により、その承認の申請をすることができる。
２　主務大臣は、前項の規定により承認の申請があった場合には、施行日前においても、第四条又は第九条の規定の例により、その承認をすることができる。この場合において、これらの規定の例により承認を受けたときは、施行日において第四条第一項又は第九条第一項の規定により承認を受けたものとみなす。
３　この法律の施行の際現に遺伝子組換え生物等の第一種使用等をしている者であって、当該第一種使用等について第四条第一項又は第九条第一項の承認がなされていないものは、施行日から六月間は、当該第一種使用等に係る承認がなされたものとみなす。その期間が満了するまでに当該第一種使用等に係る第一種使用規程の承認の申請がなされた場合において、その期間を経過したときは、その申請に係る承認又は承認の申請の却下若しくは承認の拒否の処分がある日まで、同様とする。
第三条　第十三条第一項の確認を受けようとする者は、施行日前においても、同条の規定の例により、その確認の申請をすることができる。
２　主務大臣は、前項の規定により確認の申請があった場合には、施行日前においても、第十三条の規定の例により、その確認をすることができる。この場合において、同条の規定の例により確認を受けたときは、施行日において同条第一項の規定により確認を受けたものとみなす。
３　この法律の施行の際現に第十三条第一項に規定する第二種使用等をしている者であって、同項の確認を受けた拡散防止措置を執っていないものは、施行日から六月間は、当該確認を受けた拡散防止措置を執っているものとみなす。その者がその期間が満了するまでに当該確認の申請をした場合において、その期間を経過したときは、その申請に基づく確認又は確認の拒否の処分がある日まで、同様とする。
第四条　第十八条第一項の登録を受けようとする者は、施行日前においても、その申請を行うことができる。
２　主務大臣は、前項の規定により申請があった場合には、施行日前においても、第十八条の規定の例により、登録をすることができる。この場合において、同条の規定の例により登録を受けたときは、施行日において同条第一項の規定によりその登録を受けたものとみなす。
第五条　第十九条第四項の規程の認可を受けようとする者は、施行日前においても、その申請を行うことができる。
２　主務大臣は、前項の規定により申請があった場合には、施行日前においても、第十九条第四項の規定の例により、認可をすることができる。この場合において、同項の規定の例により認可を受けたときは、施行日において同項の規定によりその認可を受けたものとみなす。
　（政令への委任）
第六条　第二条から前条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。
　（検討）
第七条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

Ⅲ-４　人獣共通伝染病および動物アレルギーについて

 　人獣共通感染症の中で、1975年頃から国内各地の大学医学部にて、特にラットを取り扱った研究者や飼育担当者が腎症候性出血熱に感染・発症した例が有ります。

　当センターで使用する動物はSPF動物に限られていますので、市販の動物業者から購入するラットから腎症候性出血熱に感染する可能性は殆ど考えられませんが、研究者相互間での譲渡や海外の研究機関からの持ち込みに関しては可能性の否定出来ません。

　学内での動物実験時の咬傷による外傷や、咬傷事故が原因と思われる症状(付:実験動物における主要な人獣共通感染症を参照)で、あるいは実験動物に接した時にアレルギー症状を呈し、それぞれの専門外来に受診した際には、担当医師に予め当該動物名を明言し「動物実験時に咬まれた」、「動物実験をしているが」と断ってから受診し、治療を受けて下さい。咬傷以外で感染する可能性の有る人獣共通感染症についても同様に取り扱って下さい。

●付:マウス／ラットにおける主な人獣共通感染症

	病原体名
	宿主
動物
	宿主動物の
症状
	人の症状

	ウイルス
　腎症候性出血熱ウイルス
　(ハンタンウイルス　2)
	R
	不顕性
	発熱、乏尿、多尿、蛋白尿、嘔吐、下痢、腹痛、出血斑

	　リンパ球性脈絡髄膜炎
　(ＬＣＭ)ウイルス　2,3,4)
	
	不顕性、
まれに痙攣
	発熱、頭痛、筋肉痛、悪心、慢性糸球体腎炎、嘔吐、反射障害

	細菌

　サルモネラ　2,3)
	R、M
	発熱、下痢、粘液便
	発熱、嘔吐、下痢、敗血症 腹痛(食中毒)

	真菌

　皮膚糸状菌　2)
	M、R
	頭・頚部・四肢の円形〜不整形脱毛
	手指などに汗泡状・小水泡性斑、
白癬、生毛部白癬、小型輪状

	寄生虫

小型条虫　3)
	M、R
	腸粘膜炎症、腸閉塞
	腹痛、下痢、嘔吐、貧血


宿主動物：R (Rat)、M (Mouse)

感染経路:1)咬傷、2)接触、3)経口、4)経気道

動物アレルギー：動物の尿、フケ等に接したり、吸引したときに起こる鼻水、涙、喘息等の症状

動物を扱う研究者、飼育技術者の役23％が発症しているとの報告がある。

Ⅲ-５　SPF（Specific Pathogen Free）動物とバリア動物施設

実験動物が病気にかかると困る問題があります。
1つ目は動物の品質低下であり、2つ目は実験成績への影響であり、3つ目は人への感染の危険です。特にゲノム動物実験施設のように研究の場であり、遺伝子改変動物の作成繁殖の場では、上記の３つの問題が全て関わってきます。

実験動物が病気にかからないようにするためには、１）動物自身の抵抗力増強、２）病原体の排除、３）感染経路の遮断の方法があります。
１）抵抗力増進：ワクチン接種などですがマウスのような実験動物では行われていません。
２）病原体の排除：病原体が排除された動物としてSPF動物があります。SPF動物とは帝王切開などで作成された、特定の（指定された）病原体を持たない動物をいいます。すなわち微生物学的に品質管理された実験に適した健康な動物といえます。特定の病原体とはセンダイウイルス（肺炎）MHV(肝炎)など病原性が強く、伝染力の強い病気、あるいは緑膿菌のような動物が弱ったときに病原性を現す病気などを指します。そしてこれらの病原体がいないことを証明するために検査項目を定め、定期的に微生物の検査（微生物学的モニタリング）が行われます。これに対してコンベンショナル動物とは、微生物学的品質管理がされていない動物を指します。従って一見普通に見えても病気が潜在している危険性があり長期の実験には不向きといえます。

３）感染経路の遮断：SPF動物を感染から守るためにバリア動物施設があります。バリア施設には図のように外部からの病原体の進入を遮断するために種々の関門が設けられ、動物施設には殺菌された物のみ持ちこみが許されます。

ゲノム動物管理室施設の動物実験施設はこれに準じたセミバリア方式で維持されています。この施設は、施設の運用の目的および構造・機能を良く理解した専任の動物管理技術者によって維持管理されることが求められます。そして研究者と飼育管理技術者の連携が良好になったときに、信頼性の高い、効率良い動物実験が行われるものといえます。

Ⅲ-６　英文表記例

1. 徳島大学　疾患ゲノム研究センター
Institute for Genome Research, 

The University of Tokushima

2.徳島大学　動物実験委員会

IACUC of The University of Tokushima 

IACUC:　Institutional Animal Care and Use Committee　のことで世界的に使用されている動物実験委員会の通称

3.論文掲載時に実施した動物実験がセンターの動物実験委員会の承認のもとに行われた旨記載する時

Material and Method

This experiment was approved by IACUC of The University of Tokushima.  
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配　置　図











　　　　　部分は現在使用していない。
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